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書評
福田敏浩著『且浦交経済体制論原理
—形態論的アプローチ＿ー」
（晃洋書房， 1986年10月10日発行）
?
下 公 視
I 
今日の経済体制は「資本主義経済 vs.社会主義経済」ないし「市場経済vs.計画経済」
といったこれまでの枠組みでは充分に捉え切れないほどに多様化し，あえてこの枠組みを
適用しても現実との乖離が大きすぎるという印象を払拭できない。ここに経済体制比較の
ための基準と類型の再構築の必要が生じてくる。
本書はこうした「経済体制の類型化ならびに比較の基準の設定の問題」に「形態論」的
アプローチで接近しようとする試みである。本書の構成はつぎの通りである。
序
第1章経済体制の多様化
第2章比較経済体制論の展開
ードイツ語圏のばあい一
第3章経済体制形態論の潮流 (1)
ーゾムバルトの系譜一
第4章経済体制形態論の潮流 (2)
ーオイケンの系譜ー
第5章経済体制形態論の潮流 (3)
ーヒ゜ュッツ，タールハイム，ベトヒャー一
第6章経済体制の類型化
第7章補説ー技術と経済体制
第8章 補説ーハンガリーの市場社会主義の実験
本書の中心部分を構成するのは，第3章から第5章までの西側ドイツ語圏の経済体制形
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態論の諸学説の検討と第6章の著者自身の形態論の展開である。そこで，ここでは第3章
から第6章までの4章の内容を中心に，まず著者の論点を概説し，つぎにそれに基づいて
評者の若干のコメントを加えることにしたい。
n 
第1章では今世紀における東西両世界の経済体制の多様化の動きが歴史的に概観され
る。つぎに第2章で，この経済体制の多様化に対応した比較経済体制論の動向が比較の方
法に焦点を当てて言及され，諸経済体制の比較の基礎にある西側ドイツ語圏の経済体制形
態論の潮流が三つに区分される。その第1はゾムバルト (W.Sombart)の系譜で，リッ
チュル (H.Ritschl), クニルシュ (P.Knirsch)がこれに属する。第2はオイケン (W.
Eucken)の系譜で，ヘンゼル (K.P. Hensel), クローテン (N.Kloten), ライボルト
(H. Leipold), ペータース (H.-R Peters)がこれに属する。第3は系譜という形では
括りえないような独自の説を展開しているヒ°ュッツ (Th.Putz), タールハイム (K.C. 
Thalheim)およびベトヒャー (E.Boettcher)である。これらの三つの経済体制形態論
の潮流が第3章から第5章までの3章においてそれぞれ取り上げられる。
第3章のゾムバルトの系譜からみてみよう。ゾムバルトの経済体制は基本的に精神，形
態，技術の三つの要素から構成されるが，これらについて12対の形成可能性が提示され，
この諸形成可能性が意味適合的である場合にのみ経済体制が存在する。リッチュルは精神
的要素を重視するゾムバルト独特の形態論を基本的に継承しつつも，ゾムバルトと違い，
歴史現実の観察を通してそのなかから多様かつ多数の構成要素を抽出し，実証的横断的体
制比較を試みた。さらに，このリッチュルの経済体制類型化の基礎に置かれている方法論
を受け継ぎ同様な包括的な形態論を展開したのが，クニルシュである。
以上第3章で取り上げられているゾムバルトの系譜の経済体制形態論に共通する特徴
は，経済体制の比較・類型化の基準として多数・多様な経済的・非経済的要素が設定され
ているということである。換言すれば，経済体制の比較・類型化に関して基準多元論に立
つ系譜と言うことができる。
][ 
第4章では，オイケンの系譜として，オイケン自身の説を含め 5人の論者の説が検討さ
れる・.
まず，オイケンは計画主体の数を経済体制の類別基準とし，歴史現実のうちから中央指
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導経済（一個の中央機関が計画主体）と流通経済（多数の個別経済が計画主体）を抽出す
る。中央指導経済は規模の広狭に応じて二つに区分され，さらに両者に共通のヴァリアン
トとして三つのものが挙げられる。一方，流通経済については諸個別経済計画の相互調整
（つまり需給の調整）にかかわる市場の形態と貨幣の形態・体系が提示される (104ペー
ジ）。このようにオイケン説は経済体制の類型化に際して経済計画の主体の数だけを基準
とする基準一元論の立場に立つが，彼がこれに基づいて確定した経済体制やその下位形態
は全て需給の調整形態である。その意味で著者はオイケン説を「調整一元論」と呼ぶ。ヘ
ンゼルは，このオイケン説を基本的に継承した。
オイケン説の批判的展開の方向をとるものとしては，クローテン，ライボルト，ペータ
ースの学説が検討される。これらの三者に共通する認識は，多様化した現代の経済体制の
把握のためにはオイケンの調整方式一元論では不充分ということである。まず，クローテン
は経済領城における支配従属関係を規定する経済指導の主体それ自体を，つまり公的機関
か私的経済単位であるかを経済体制類型化の第1の基準とし，流通経済，管理市場経済，
中央指導経済の三つの経済体制を類型化している。さらに彼は所有方式を私有，私有と公
有の混合，公有の三つに区別し，調整方式と所有方式とを類別化基準とした場合に可能と
なる経済体制を提示する (136ページ表1参照）。ただし，その場合全てが現実型とみなさ
れるわけではない。つぎに，ライボルトは経済体制の類型化に際して，調整方式を分権的
計画体制と集権的計画体制の二つに区分し，さらに生産手段の所有方式を私的所有，国家
的所有，社会的所有の三つに区分する。こうしてライボルトは調整方式と所有方式の二つ
を経済体制類型化の基準とするが，論理的に可能な六つの類型化は行わず，現実型として
五つの経済体制を類型化した。最後に，ペータースの場合も経済秩序類型化の基準として
調整方式と所有方式の二つのものが考えられている。
以上，第4章で取り上げられたオイケンの系譜の経済体制形態論については，まずオイ
ケン説，ヘンゼル説が調整方式のみを体制の類型基準とする基準一元論，つまり調整一元
論であるのに対して，クローテン， フイポルト，ベータース説は調整方式に所有方式を加
えた基準二元論の立場に立つものであると要約される。
? ?
第5章では，それぞれ独自の形態論を展開したヒ゜ュッツ，タールハイム，ベトヒャーの
説が取り上げられる。
まずヒ°ュッツは，経済秩序の類型化基準の設定に際して，相互調整方式を第1の基準と
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し，さらに個別経済の行動が国家の経済政策へどのような形で調整されるかという点に関
する原則を「上下調整原則」と呼び，経済秩序類型化の第2の基準とする。上下調整原則
は，国家の経済施策の投下点，すなわち個別経済の計画要素とその計画与件を基準にし
て， 自由放任方式，誘導方式，指令方式およびその緩和形態の四つに区別される。ヒ°ュッ
ツは二様の相互調整原則に応じて市場経済と中央管理経済を類型化し，さらにこの二つの
基本型に如上の四つの上下調整方式を対応させ，自由市場経済，管理市場経済，全面中央
管理経済および改革中央管理経済の四つの経済秩序を類型化する。このようにヒ゜ュッツ説
は個別経済相互間の水平的な調整と国家と個別経済との間の垂直的な調整を基準とする調
整二元論であるところにその最大の特徴がある。著者によれば，このような調整二元論は
ピュッツをもって嘴矢とする。さらに，著者は経済への国家干渉の方式が多様化している
東西の経済体制の特徴把握にとってヒ°ュッツ流の上下調整原則は極めて有効であることを
強調される。
つぎに，タールハイム説のキーワードは体制従属変数と体制中立変数である。前者は経
済体制の構成要素であり，後者は諸経済体制の違いを越えて逼在している要素である。タ
ールハイムが経済体制の最も基本的な構成要素として重視するのは生産手段の所有秩序と
管理体制（需給の調整方式）である。したがって タールハイム説は調整と所有の二元論
の系譜に位置づけられるが，タールハイム説の特徴は，東西の経済体制を根本的に分かっ
ているのは所有方式の差異であるという立場から生産手段の所有秩序を需給の調整方式よ
りも重視しているところにある。この点に関して，著者は大いに賛同される。
最後に，ベトヒャーは経済秩序の類型化に際して， 計画主体， 生産手段の所有主体，
「消費財ならびに職場の選択」の三つの基準を定立し，八つの基本的な経済秩序モデルを
類型化している (174ページ表3参照）。したがって，ベトヒャー説は調整・所有・選択の
三元論の立場に立つ。著者によれば，選択を経済秩序類型化の基準とする議論はひとりベ
トヒャー説のみである。
以上，第5章で取り上げられている経済体制形態論については， ヒ°ュッツ説が調整二元
論の立場，タールハイム説が所有秩序を重視する所有と調整の二元論の立場，そしてベト
ヒャー説が調整・所有・選択の三元論の立場に立つものであると要約される。
V 
第6章では，前章までの西側ドイツ語圏における経済体制形態論の検討を踏まえて， 20
世紀とりわけ第2次大戦以後の東西両世界の諸経済体制を考察の対象とする著者自身の経
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．済体制形態論が展開される。
まず，著者は経済体制を構成する諸形態を基本的構成要素と副次的構成要素の二つのグ
ループに区別される。基本的構成要素には，生産手段の所有方式と総体経済の調整方式が
あり，後者は，ヒ°ュッツに倣って，さらに相互調整方式と上下調整方式とに区別される。
生産手段の所有方式は，生産手段の処分権能の所在を基準として私有と共有に大別され，
前者は経験に徴してさらに個人的所有と法人的所有に，後者は国有，公有，社会的所有，
集団（協同組合）的所有などに区分される。相互調整方式は，他の論者と同様に，市場経
済と中央管理経済に区別されるが，上下調整方式は自由放任方式，指令方式，誘導方式の
三つの基本形態に類別される。一方，経済体制の副次的構成要素も， ヒ°ュッツに倣って，
経済経過の諸局面に即して確定される (190-191ペー ジ）。
著者は所有方式，相互調整方式，上下調整方式を経済体制類型化の基準とする基準三元
論の立場に立つが，このなかで生産手段の所有方式が第1の基準とされる。その理由とし
て，著者は東西の経済体制の根本的差異が所有方式にあること，相互調整方式と上下調整
方式の面では東西間に類同化・接近化の動きが生じていること，の二点を指摘する。こう
して，まず生産手段の所有方式をもって東西の諸経済体制が西の資本主義（私有）と東の
社会主義（共有）に大別される。つぎに，相互調整方式と上下調整方式をもって次表のよ
うに四つの基本型が経済体制の現実型として確定される。基本型は経済体制の一般類型で
あり，現実の経済体制は各基本型の様々なヴァリエーションを示す。そこで，著者は誘導
資本主義と市場社会主義についてのヴァリエーションの確定作業を行う。まず，誘導資本
主義については，短期的な総需要管理をもってする誘導方式と体系的な中・長期の経済計
画をもってする誘導方式との二つの型に区分される。前者の誘導方式を代表するのがアメ
リカ合衆国であるが，後者はさらに三つに区分される。第1は経済計画が国家の政策実践
基~本型 所有方式 相互調整方式 上下調整方式
自由資本主義 私 有 市場経済 自由放任
誘導資本主義 私 有 市場経済 誘 導
管理社会主義 共 有＇ 中央管理経済 指・ 令
市場社会主義 共 有 市場経済 誘 導
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の直接の指針であると同時に個別経済・経済団体の活動の指針となるもので，その代表は
フランスの経済計画である。第2は経済計画が国家の経済行動の直接の指針とはなって
も，個別経済・経済団体の活動を拘束しないもので，イタリアの経済計画がその代表とさ
れる。第3は経済計画が国家の政策実践の間接的基礎となるだけで，個別経済・経済団体
に対する経済計画の拘束が最もゆるやかなもので， 日本の経済計画がその代表とされてい
る。つぎに，市場社会主義のヴァリエーションについては，ューゴスラヴィア型とハンガ
リー型の市場社会主義を取り上げ，両者の相違点が所有方式にあることが指摘される。つ
まり，ユーゴスラヴィア型とハンガリー型の市場社会主義は，ともに相互調整方式が市場
経済で上下調整方式が誘導方式という点では同じであるが，所有方式についてはユーゴス
ラヴィア型が社会的所有（労働者自主管理）で，ハンガリー型が国有である点で根本的に
異なるとされる。
以上，第6章で展開されている著者自身の経済体制形態論は， 所有方式， 相互調整方
式，上下調整方式の基準三元論の立場に立つ独自のものであるということができよう。
なお第7章では，技術と経済体制とがどういう関係にあるかという問題意識をもって，
この問題に関する諸説を構成要素説，動態規定因説，体制中立説という三つに著者が独自
に類型化し，それぞれの説が検討されている。また第8章では，著者自身の経済体制形態
論をもってハンガリーの市場社会主義の実験の態様が概観される。
VI 
以上，本書の中心をなす第3章から第6章までの内容を中心に著者の論点を評者なりに
概説してみたが，ここで著者自身の経済体制形態論について評者の若干のコメントを加え
てみたい。
まず，著者の経済体制形態論の特徴として評者は次の六点を挙げたい。第1は，著者が
歴史的に実現された諸経済体制とくに第2次大戦以後の東西両世界の諸経済体制に徴して
経済体制類型化の基準を確定しようと試みている点。第2は，このような方法論的立場か
ら，東西の経済体制を根本的に分かつものは所有制度の差異にあるという認識に立ち，所
有方式を経済体制類型化の第1の基準として確定している点。第3は，同様の立場から，
東と西の経済体制のそれぞれでヴァリエーション類別の基準として相互調整方式，上下調
整方式を確定している点。第4は，こうして著者が所有方式・相互調整方式・上下調整方
式の基準三元論という独自の類型化基準を提示している点。第5は，三つの基準のなかの
上下調整方式を自由放任方式，指令方式，誘導方式という三原則に区分している点。最後
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に第6の特徴は，三つの分類基準をもって経済体制の四つの基本型とそのヴァリエーショ
ンが確定されている点である。以上の六つの特徴によって，著者の経済体制形態論は多様
化した現代の東西の諸経済体制と各体制のヴァリアントの質的差異を既存の諸学説よりも
より適切，かつより明確に把握することに成功していると言える。
けれども，評者にとっては幾つかの疑問点も残る。ここでは四点ほどについて言及して
みたい。第1は，総体経済の調整方式を相互調整方式と上下調整方式に区別し，さらに前
者を市場経済と中央管理経済に，後者を自由放任方式，指令方式，誘導方式に区分してい
る点にかかわる。評者にとって，相互調整方式と上下調整方式とはヒ゜ュッツや著者が区分
されているように明確に二分できる性質のもののようには思われない。つまり，上下調整
方式の一つのタイプである指令方式は，国家が個別経済の環境条件，活動内容ともに決定
し，個別経済の活動の自由を許さない方式である。とすれば，指令方式はこの定義によっ
て相互調整のータイプである中央管理経済まで包摂していることになる。また， 自由放任
方式の定義も既にそれは相互調整方式である市場経済を意味している。その意味で，自由
放任方式ー市場経済であり，指令方式ー中央管理経済である。したがって，この場合誘導
方式とは市場経済フ゜ラス中央管理経済（つまり管理された市場経済）と考えられる。結
局，評者の観点からすれば，調整方式を相互調整方式と上下調整方式にあえて区別しなく
ても，つまり調整方式を例えば市場経済，中央管理経済，管理された市場経済と区分する
だけでも著者の主張されるところは充分に包摂できるように思われる。第2は，経済体制
の類型化の方法にかかわる。著者は類型化の方法として，複数の基準の機械的組み合わせ
によって経済体制の基本型を確定する方法と，複数の基準をもって歴史的に実現された経
済体制を現実型として確定する方法の二つの方法を分類して，著者自身は第2の方法を採
用される。その際，著者は明言されてはいないが，第2の方法が第1の方法よりも望まし
いという立場であるように思われる。けれども，評者にとっては必ずしもそうとは思われ
ない。というのは，現実型を確定するといっても，機械的な組み合わせとほとんど同じ作
業をおこなっているわけであって，つまりそれを表示ずるか否かの違いだけであって，か
りに表示してもク ロープ ／やベトヒャーのように現実型と理念型を明確に区別するのであ
れば，両者の間に質的相違はほとんど存在しないように思われる。それどころか，むしろ
組み合わせをできるだけ明示するほうが体制理解をより容易にする利点さえも持つものと
思われる。第3は，著者が経済体制の構成要素として基本的構成要素と副次的構成要素の
二つのものを区別されていることに関係する。つまり，著者は経済体制の構成要素として
副次的構成要素を提示されながらも，この副次的構成要素をもってする経済体制の特徴づ
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けの議論が，第8章で若干なされている以外，試みられていないということである。第4
は，所有方式にかかわる。著者は社会的所有を労働者自主管理として把握されているが，
この場合生産手段の実質的処分権能の所在が問題となっている。けれども，そうすれば国
有の場合それは指令方式であり，中央管理経済である。したがって，所有方式と調整方式
との関係にかかわる議論が必要となる。その意味で，所有方式ないし所有制度のより体系
的な説明が必要とされるように思われる。以上，四つの疑問点は研究者がどのような立場
から，あるいはどういった問題意識を持って研究にあたるかによって大きく左右される性
質のものであり，その意味でそれらは経済体制形態論の枠内で展開されている本書での議
論の貢献度に大きく影響を与えるものではないかもしれないが，形態論的アプローチに内
在している問題ではあるかもしれないら
いずれにせよ，本書は著者の年来の研究の主要部分が極めて体系的な形でまとめられた
もので，経済体制の研究に携わるものにとって必読の書と言うことができる。
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